
　　　　　　　   埼玉県公共調達改革推進工程表

H17以前

コンプライアンスの徹底 【職員倫理規程の見直し】

・ 職員倫理規程に官製談合防止に係る条項を設定する。 平成１８年度 総合政策部

内部通報制度の整備 【第三者による通報受付窓口の整備】

・ 県組織の外部に弁護士等の第三者による通報受付窓口を設置する。 平成１８年度 総合政策部

【退職後２年間の職員の再就職制限】

・ 「職員の民間企業への再就職等の取扱いについて（通知）」において措置済み。 平成１７年度 総合政策部

議会等の関与 【議案説明資料の充実等】

・ 定例県議会における議案説明資料に予定価格や落札率を記載するなど、記載内
容の充実を図る。

平成１９年度 総務部

【１千万円以上の工事は原則一般競争入札とする】
3千万円以上 １千万円以上

・ 平成１９年度から段階的に実施し、平成２１年度から全面実施する。 平成２１年度 各発注部局

（目標：実施割合（件数ベース）　平成１９年度４０％、平成２０年度７０％）

【指名競争入札の原則廃止】
試行

・ 平成２１年度から１千万円未満の工事についても一般競争入札の導入を試行す
る。

－ 各発注部局

【一般競争入札拡大のための課題解決】

・ 不良不適格業者排除のため、入札ボンドを試行する。 － 総務部

・ 品質の確保のため、最低制限価格制度の充実を図る。 平成２０年度 総務部

・ 事務量の軽減のための入札参加資格事後審査方式については導入済み。 平成１８年度 各発注部局

総合評価方式の拡充 【適用案件の拡大】 100件 150件 200件

　 （目標：平成１９年度は１５０件、平成２０年度は２００件） － 各発注部局

【内容の充実】

・ 適用結果を検証し、評価基準の充実を図る。 継続実施 各発注部局

電子入札の拡大 【電子入札の全面導入】

・ 平成１９年度下半期に全面導入する。 平成１９年度 各発注部局

【設計図書閲覧・配布方法の電子化】

・ 電子納品保管管理システムを構築する。 平成２０年度 県土整備部
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指針取組項目
Ｈ１９年度

情報公開の推進 【インターネットを活用した情報公開】 　 　

・ 指名選定理由を含む入札情報等については実施済み。 平成１７年度 各発注部局

・ 発注機関において閲覧公表している情報（工事請負契約内容等）をインターネット
上で公開する。

平成１９年度 各発注部局

【公開対象の拡大】

・ 総合評価方式における対象工事の選定基準を公開する。 平成１９年度 各発注部局

・ 業者選定委員会の議事録を公開する。 平成２０年度 各発注部局

ペナルティの強化 【入札談合による指名停止期間を最低１２月とする】 　 　

・ 指名停止措置要綱を改正する。 平成１８年度 県土整備部

【違約金特約の額を契約額の２０％以上とする】

・ 標準契約約款を改正する。 平成１９年度 総務部

【警察への談合情報の積極的提供】

・ 談合情報対応要領を改正する。 平成１８年度 総務部

【応札可能者の２０～３０者以上確保】

・ ガイドラインを整備する 平成１９年度 総務部

物品調達等 【一般競争入札の拡大】

・ 物品調達（１６０万円超）、印刷の請負（２５０万円超）は原則一般競争入札とする。 平成２０年度 各発注部局

・ １千万円以上の庁舎管理等の業務委託は原則一般競争入札とする。 平成２０年度 各発注部局

入札事務の適正化 【専担組織による入札執行】

・ 平成１３年度から、５億円以上の工事についての入札事務は入札企画室で実施し
ている。

平成１３年度 総務部

【入札監視委員会等の機能拡充】

・ 談合防止対策については「彩の国建設工事の入札及び契約事務適正化委員会」
の所掌事項になっているが、調査検証などを行う機能の充実を図る。

平成１９年度 総務部

【企業倫理確立の要請】

・ （社）埼玉県建設産業団体連合会及び（社）埼玉県建設業協会に対し公共工事に
おける談合の防止及び企業倫理の確立等について要請を行った。

平成１８年度 総務部

・ 建設関係団体にコンプライアンス定着のための専門委員会の設置を要請する。 継続実施 県土整備部

・ 引き続き企業倫理の確立を求める。 継続実施 県土整備部

【経営基盤強化、新分野進出のための支援】

・ 建設業者の新分野進出、経営基盤強化を内容とするセミナーを開催する。 継続実施 県土整備部

・ 埼玉県中小企業振興公社を活用した専門的な経営相談を実施する。 継続実施 県土整備部

・ 雇用能力開発機構が実施している建設雇用改善事業の活用を図る。 継続実施 県土整備部
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公共調達改革の具体的な取組のスケジュールを示す

埼玉県公共調達改革推進工程表を作成しました

平成１９年２月６日、第２回埼玉県公共調達改革推進本部会議を開催し 「埼玉県、

公共調達改革推進工程表」を作成しました。

これは、全国知事会が設置した公共調達に関するプロジェクトチーム（座長＝上

田清司埼玉県知事）がとりまとめた「都道府県の公共調達改革に関する指針」に基

づき、本県の具体的な取組内容と実施スケジュールを示したものです。

工程表の主な内容は次のとおりです。

○ 官製談合の防止

（１） 職員倫理規程を見直し官製談合防止に係る規定を追加します。

（２） 内部通報制度を拡充して新たに弁護士等第三者による通報受付窓口を

設置します。

○ 談合を防止する入札制度の改革

（１） １千万円以上の工事については一般競争入札を平成１９年度から段階

的に実施します。

（２） 電子入札については平成１９年度下半期に全面導入します。

（３） ペナルティの強化として指名停止期間の長期化、違約金の引き上げを行

います。

これらの取組事項につきましては、適正な進行管理を行い実施状況を公表してい

くとともに、先進事例等を参考に状況変化に応じた見直しを適宜行うなど、着実に

実施していきます。


